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Ⅰ　問題の所在と研究の目的
平成 29 年版学習指導要領が告示された。文部科学省（2017）は、改訂のポイントとして次の
6点 1）をあげている。
①「何ができるようになるか」（育成を目指す資質・能力）
② 「何を学ぶか」（教科等を学ぶ意義と，教科等間・学校段階間のつながりを踏まえた教育課程
の編成）
③「どのように学ぶか」（各教科等の指導計画の作成と実施，学習・指導 の改善・充実）
④「子供一人一人の発達をどのように支援するか」（子供の発達を踏まえた指導）
⑤「何が身に付いたか」（学習評価の充実）
⑥「実施するために何が必要か」（学習指導要領等の理念を実現するために必要な方策）
この 6点を明示した根底には、これまでの「コンテンツベース」のカリキュラムから「コン
ピテンシーベース」のカリキュラムへの転換がある。先の 6点でいえば、「①『何ができるよう
になるか』（育成を目指す資質・能力）」である。文部科学省（2017）は、この「育成を目指す
資質・能力」について次の 3点 2）をあげている。
ア、何を理解しているか，何ができるか（生きて働く「知識・技能」の習得）
イ、 理解していること・できることをどう使うか（未知の状況にも対応できる「思考力・判断
力・表現力等」の育成）
ウ、 どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（学びを人生や社会に生かそうと
する「学びに向かう力・人間性等」の涵養
この資質・能力の中でも、「コンピテンシーベース」の核になるのが、「理解していること・
できることをどう使うか」という資質・能力である「思考力、判断力、表現力等」となる。今
次改訂により、「思考力、判断力、表現力等」の育成がより一層求められるということになる。
育成が求められるということは、従来よりなされてきた「目標と指導と評価の一体化」の観
点から、学習指導要領改訂の六つポイントの「⑤『何が身に付いたか』（学習評価の充実）」3）
にあるように評価が重要になる。文部科学省（2014）は、「『育成すべき資質・能力に対応した
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学習評価』については、評価の基準を『何を知っているか』にとどまらず、『何ができるか』へ
と改善することが必要。」4）と述べている。学習指導要領の改訂により評価についても、知識を
量的に測る学習評価から、「思考」などを質的に測る学習評価への改善が求められているという
ことになる。つまり、「何ができるようになるか」といった資質・能力を育成するためには、「思
考」をどのように評価してくのかが、重要な課題とになる。
実際、小学校の教育現場において社会科の授業を行っている際に、「思考」の評価を行うのは、
困難だと感じていた。授業中に課題を探究する際には、自分なりの根拠をもって予想・仮説を
設定し、検証できている児童が、単元終了後に行ったペーパーテストでは、全く点数がとれな
いということがあった。「知識・理解」の定着度が低いことは、ペーパーテストの結果から判断
することができる。しかし、この結果から「思考・判断」も低い評価を下してよいのか判断に
迷った。特に「思考」である。授業者は、児童が授業中に「思考」している様子から、「思考」
できていると感じていた。しかし、授業では自分なりに根拠をもって課題を探究しているよう
にみえる児童が、業者の作成したペーパーテストでは「思考・判断」に関して良い結果が出て
いないのである。つまり、授業者の感覚とペーパーテストの結果には異なる結果が出ていたの
である。ただし、授業者が感じていた「思考」できているのではないかという考えも、授業中
の児童の様子からの判断であり、印象的な判断であることは否めない。つまり、「思考」を評価
する根拠を明確に示すことができていなかったのである。
ここまで述べたことから、文部科学省が述べている「育成すべき資質・能力」や「育成すべ
き資質・能力に対応した学習評価」に対する対応や、小学校の教育現場において「思考」の評
価を明確に行えていないという実態からも、小学校社会科における「思考」の評価の明確化は
喫緊の課題であることは明らかである。
そこで、本研究の目的は「思考」の評価の実態を明らかにすることと、明らかになった課題
を克服するための手立てを考察することとする。その目的を達成するため、次の三つの方法に
より研究を進める。
① 都道府県・政令指定都市教育委員会が行っている学力調査の問題を分析し、「思考」の評価の
実態を明らかにする。
② 国立教育政策研究所教育課程センター実施「小学校学習指導要領実施状況調査」の「思考」
の評価の実態を明らかにする。
③ 戦後新教育（初期社会科）における、評価方法、評価問題を収集分析し、先人の知見から、今
後の「思考」の評価の明確化への方略を検討する。
Ⅱ　「思考」の評価の実態
1　「思考」の評価問題の分析方法
現行の学習指導要領による小学校社会科の目標は「社会生活についての理解を図り，我が国
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の国土と歴史に対する理解と愛情を育て，国際社会に生きる平和で民主的な国家・社会の形成
者として必要な公民的資質の基礎を養う。」5）である。この目標は、「社会生活についての理解
を図り，我が国の国土と歴史に対する理解と愛情を育て」と「国際社会に生きる平和で民主的
な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の基礎を養う。」の二つに分けて考えることがで
きる。前半部分は、社会生活や国土、歴史に対する理解を図り、その結果として愛情を育むこ
とが目標として述べられている。後半部分は、公民的資質の基礎を養うことが目標として述べ
られている。これらの目標を達成するためにも「思考」は欠かすことができない。筆者は以前、
社会科における「思考」について、「社会認識形成とは、社会諸科学の研究成果を教科内容とし
て組み込み、それを知識として習得することで、形成されるものである。その過程において『思
考』が重要な役割を果たしている。21 世紀型能力でいえば、社会諸科学の研究成果を組み込ん
だ教科内容が『思考力』を支える『基礎力』となり、それらを習得する学習過程において働く
『思考』が中核となるということになる。」6）と述べている。社会生活や国土、歴史について理
解するための学習過程において働く「思考」が重要ということである。そこで、本稿において
は、「『思考』は，探究過程において、社会生活や国土、歴史についての知識を習得するために
働く行為」として定義する。
ここまで述べたことから、表 1に示したフレームワークにより「思考」の評価問題を分析す
る。
2　都道府県・政令指定都市教育委員会による学力調査問題の分析
（1）分析対象とした都道府県・政令指定都市教育委員会
全国学力・学習状況調査が平成 19 年度より開始され、政治的な背景により実施されなかった
り、抽出調査であったりした年もあったが、平成 29 年度で 10 回目の実施となった。平成 29 年
度実施の調査では、政令指定都市の結果も都道府県同様に公表され、高正答率であったことが
報告されている。全国学力・学習状況調査が実施された背景には、ゆとり教育の推進による学
力低下の問題がある。児童・生徒の学力の実態を把握し、今後の施策、教育活動の改善に活か
していくことが求められる。
児童・生徒の学力を把握するために、都道府県・政令指定都市教育委員会では、独自の学力
調査を行っている場合がある。全国学力・学習状況調査が始まる前から継続的に取り組んでい
る場合もあれば、全国学力・学習状況調査の結果を受けて独自の取組を始めた事例もある。こ
表 1　「思考」の評価問題分析フレームワーク
対象
「思考」する根拠となる知識が明らかか □明らか　□明らかではない
「思考」した結果習得する知識が明らかか □明らか　□明らかではない
探究する過程が保障されているか □保障されている　□保障されていない
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れら、都道府県・政令指定都市教育委員会による学力調査の問題を分析した。分析した都道府
県・政令指定都市教育委員会は、表 2とおりである。これらの教育委員会は、それぞれのHP
上で情報を公開しており、分析結果も含めて情報を収集できることから、本研究における分析
の対象とした。
（2）学力調査の問題と分析
次に示す問題は、青森県の学力調査の問題 7）である。
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表 2　分析対象 都道府県・政令指定都市教育委員会
都道府県・政令指定都市名 対　象 悉皆 or 希望
① 青森県 5年生 悉皆調査
② 岩手県 5年生 悉皆調査
③ 茨城県 3・4・5・6年生 希望調査
④ 東京都 5年生 悉皆調査
⑤ 石川県 6年生 悉皆調査
⑥ 島根県 5・6年生 悉皆調査
⑦ 山口県 5年生 悉皆調査
⑧ 香川県 5・6年生 悉皆調査
⑨ さいたま市 5・6年生 悉皆調査
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この問題を、先に示したフレームワークにより分析すると次の表 3のようになる。
例で示した青森県の学力状況調査の問題の採点基準には、「この設問は、既習事項である『わ
たしたちの国土』の学習内容と米づくりを関連付けた思考を求めている。よって、『わたしたち
の国土』の主な学習内容である気候（気温、降水量、日照時間、季節風など）に関する記述で
あれば、正答とする。」8）と述べられている。米づくりについて「思考」する際に、根拠となる
既習の知識が明確に示されている。この点は評価すべきである。しかし、それ以外については
「資料から読み取った事実に基づいた疑問であれば正答とする。」としており、「思考」した結果
習得する知識が示されておらず、また探究する過程が保障されている問題はなかった。
同様に他の都道府県・政令指定都市教育委員会による評価問題も分析した。紙幅の都合で、問
題や分析コメントを掲載することはできないが、分析フレームワークは次の表 4のようになる。
（3）分析結果
各都道府県・政令指定都市教育委員会の調査問題を分析した。多くの都道府県で、既習の知
識を活用させることを意識した問題が作成されている。この点は評価できる。かつてのように
文章を書かせれば「思考」としていたことからの脱却が進んでいる。
しかし、問題を解答（解決）した結果、新たな知識が習得されたり、問題を解答すること自
表 3　「思考」の評価問題分析フレームワーク（青森県）
対象 青森県教育委員会「学力状況調査 小学校第 5学年 社会」
「思考」する根拠となる知識が明らかか ■明らか　□明らかではない
「思考」した結果習得する知識が明らかか □明らか　■明らかではない
探究する過程が保障されているか □保障されている　■保障されていない
表 4　「思考」の評価問題分析結果（都道府県・政令指定都市教育委員会）
「思考」する根拠となる
知識が明らかか
「思考」した結果習得する
知識が明らかか
探究する過程が
保障されているか
明らか 明らかではない 明らか 明らかではない 保障されている 保障されていない
岩手県 9） ○ ○ ○
茨城県 10） ○ ○ ○
東京都 11） ○ ○ ○
石川県 12） ○ ○ ○
島根県 13） ○ ○ ○
山口県 14） ○ ○ ○
香川県 15） ○ ○ ○
さいたま市16） ○ ○ ○
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体が探究過程になったりしているものは皆無であった。いずれも、これまでに習得した知識や
資料を読み取ったりする「技能」を表現しているに過ぎない実態が明らかになった。つまり、各
都道府県・政令指定都市教育委員会の調査問題においては、「思考」の評価は適切に行われてい
ないということが明らかになった。
3　国立教育政策研究所による学力調査問題の分析
平成 20 年版学習指導要領小学校編は平成 23 年度に完全実施された。国立教育政策研究所は、
実施された学習指導要領の検証のため、指導要領の改善事項を中心に、目標や内容に照らした
児童の学習の実現状況について、平成 24 年度（平成 25 年 2 月、3月）にペーパーテストを作
成し調査を行っている。平成 20 年版学習指導要領の調査のために作成されたペーパーテスト
は、平成 19 年 6 月 27 日に公布され、同年 12 月 26 日に施行された改正学校教育法第 30 条 2 項
で、規定された学力の要素にもとづいていると考えられる。つまり、国が述べる学力の要素の
一つである、基礎的・基本的な知識・技能を活用して課題を解決するために必要な「思考力・
判断力・表現力」を評価するための評価問題が作成されていると考えることができる。
（1）小学校学習指導要領実施状況調査 17）における「思考」の評価問題分析
国立教育政策研究所は、今回の調査問題における「思考・判断・表現」の評価問題を次の表
5のように分類している。
今回の調査問題において「思考・判断・表現」について評価する問題が 57 題ある。それらの
問題を 6種類に分類している。ここでは、それぞれの分類ごとに、「思考」が評価できているの
か分析する。分析の観点は先に示したフレームワークによる。分析結果は、次の表 6のように
なった。
表 5　「思考・判断・表現」の評価問題群分類表 18）
問題群
問題数
第 4学年 第 5学年 第 6学年 計
学習問題を見いだし、その解決の見通しをもつ 2 － 10 12
様々な情報を比較して、社会的事象の意味を考える 1 5 － 6
様々な情報を関連付けて、社会的事象の意味を考える 3 4 2 9
様々な情報を総合して、社会的事象の意味を考える 6 6 － 12
社会の一員として、社会的事象の意味を考える 3 2 7 12
知識や技能を活用して、社会的事象について説明する 0 4 2 6
合　計 15 21 21 57
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（2）分析結果
国立教育政策研究所が作成している評価問題であり、「思考・判断・表現」を評価するために
問題を 6種類に分類するなど工夫されていた。これら 6種類の内容は、情報を「比較」したり、
「関連付け」たり、「総合」したりといった「思考」が組みまれており、「思考」の評価として適
切であるように見えるものもあった。それは、課題を探究させようという意図が、評価問題に
表れていたためである。つまり、課題を探究させることに関しては「思考」の評価につながる
と考えられる。しかし、いずれの問題も、「思考」の結果としての知識の習得が図られていな
かった。また、「思考」過程そのものを評価しようしていない。資料を読み取った「技能」や既
習の知識を再現した「知識・理解」の評価になっている。つまり、国が述べる学力の要素の一
つである、基礎的・基本的な知識・技能を活用して課題を解決するために必要な「思考力・判
断力・表現力」を評価するための評価問題が、国立教育政策研究所であっても、適切に作成で
きていないことが明らかになった。
4　「思考」の評価の実態
ここまで、都道府県・政令指定都市教育委員会、国立教育政策研究所による評価問題を分析
してきた。それぞれに「思考」の評価問題としては適切とはいえない実態が明らかになった。こ
れは、国立教育政策研究所や教育委員会が作成する学習問題のあり方によるものであろう。国
立教育政策研究所や各教育委員会は、子供たちすべてに偏りなく平等な問題を作成する必要が
ある。それは、学習指導要領に則った問題を作成することによってのみ保障することが可能と
なる。つまり、国立教育政策研究所や教育委員会による評価問題では、学習の定着度を調査す
ることは可能であるが、「思考」力を測定することは困難であるということが明らかとなった。
表 6　「思考」の評価問題分析結果（国立教育政策研究所）
「思考」する根拠とな
る知識が明らかか
「思考」した結果習得
する知識が明らかか
探究する過程が
保障されているか
明らか 明らかではない 明らか
明らかでは
ない
保障されて
いる
保障されて
いない
学習問題を見いだし、
その解決の見通しをもつ ○ ○ ○
様々な情報を比較して、
社会的事象の意味を考える ○ ○ ○
様々な情報を関連付けて、
社会的事象の意味を考える ○ ○ ○
様々な情報を総合して、
社会的事象の意味を考える ○ ○ ○
社会の一員として、
社会的事象の意味を考える ○ ○ ○
知識や技能を活用して、
社会的事象について説明する ○ ○ ○
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Ⅲ　「思考」の評価の明確化への方略
現在実施されている学力調査問題において、「思考」の評価が明確になされていないことは明
らかになった。そこで、初期社会科の実践に着目することとした。戦後、社会科が誕生した際
には、経験主義に基づき、社会科を中心として取り組まれたコアカリキュラムなどの新たな取
組が児童の生活に根ざして行われていた。＊1　児童の生活に根ざした実践が行われたというこ
とは、児童の「思考」を具体的に評価するための手立てもあり、「思考」の評価を明確に行うた
めの知見が得られないかと考えたためである。本研究を進めるにあたり、初期社会科の実践と
して「明石プラン（兵庫師範学校女子部附属小学校）」「神野プラン（兵庫県加古川市立神野小
学校）」「福沢プラン（神奈川県足柄上郡福沢村立福沢小学校）」についての資料を主に収集する
ことができた。本稿では、特に「福沢プラン」を取り上げる。取り上げる理由は、福沢プラン
については 1940 年から 1972 年にわたる 32 年の膨大な資料を収集することができ、その中には
他のプランに比較しても膨大な評価に関する記述が見られたためである。
（1）「福沢プラン」による評価
福沢小学校（1954）は、評価の意義について「評価と云うことは、価値を評定することであ
ります。『或る教育を受けた人間が更にそれ以上の教育を受けられるようになることです。即ち、
その事が益々熱心になったり、更に一層好きになったり、より多くの教育を受けられるように
なったりすることである。』とデューイは述べていると聞いて居ります。」19）とデューイの考え
を引きながら、その意義について述べている。「福沢プラン」では、子供がより一層学ぼうとす
る姿から評価の意義を導き出している。さらに、福沢小学校（1954）は、「教育という仕事は例
えば（中略：筆者）、五とくに例えられると思います。ごとくの三本足はカリキュラムと実践と
評価の三つに相当すると思います。どの一つを欠いても、又どの一つが弱まっても、ならない
と思います」20）と述べている。教育とは、子供の成長を目指した目標があり、その実現のため
に作られたカリキュラムに基づいている。カリキュラムに基づいて、実際に子供に対して実践
される。その実践の結果としての評価がある。福沢小学校が述べていることは、評価研究をす
るにあたっては自明のことである。近年においても目標と指導と評価の一体化といわれている。
何を評価するのか、何のために評価するのかという視点の重要性が改めて問われているのだと
考えられる。また、福沢小学校（1954）は、「評価は指導の爲の評価であります。かつてのテス
トや試験がしばしばこの点の考慮が少なかったことに対しては評価に際してよく考えなければ
なりません。」21）と述べており、テストや試験が指導に対する評価であることに対しての考慮
＊1　本稿では紙幅の都合で詳細には述べないが、戦後新教育において取り組まれたコアカリキュラムを社
会科の視点で分析した研究としては、拙稿『初期社会科実践に関する一考察―明石附小プランに着目して
―』京都ノートルダム女子大学研究紀要 第 47 号 京都ノートルダム女子大学 2017 年 3 月 pp.1-12、『「明石
附小プラン」の授業分析』研究紀要「CORE」 第 1 号 明石附小プラン研究会 2016 年 9 月 pp.16-30 がある。
 小学校社会科における「思考」の評価方法に関する一考察 41
の無さを指摘している。これは、現在行われている学力調査の評価問題においても問題視され
るべき点であることは、明らかであろう。
（2）「福沢プラン」における社会科の評価の実際
福沢小学校（1954）は、社会科の評価について「社会科の評価にあたっては社会科が態度や
理解や能力が重要なものとなってきます。（中略：筆者）この理解には要素的な知的理解面とそ
の根底に存在する社会の見方・考え方を問題解決の筋に添って理解する面とが考えられます。評
価する場合には前者を手がかりとして其の背後にある見方・考え方を評価していこうとするも
のであります。」22）と述べている。福沢小学校では、問題解決的な学習に取り組んでおり、社
会に関する問題を解決して得られた結論を理解としており、それを理解の中でも知的理解面と
している。それに対し、問題解決の過程で社会の見方・考え方を理解することも評価する必要
があるとしている。つまり、社会の見方・考え方を理解のもう一つの側面であるとしている。こ
こで述べている社会の見方・考え方こそが、本研究における「思考」にあたる。本研究で定義
した「『思考』は，探究過程において、社会生活や国土、歴史についての知識を習得するために
働く行為」と同義であり、福沢小学校では探究を評価する必要があると述べているのである。
具体例として昭和 28 年度に実践された「農業と機械」を取り上げる。この単元は、農村で
あった福沢小学校の児童たちに、これからの農業と機械化の問題を探究させることを目標とし
ている実践である。児童にとって大変なものであるとあきらめている農業の仕事は、機械化が
進むことにより便利になり、福沢小学校の児童に希望をもたせることもねらいとしている。農
業の実態調査から始まり、機械化の代表例として工場の見学を行い、農業の機械化によりどの
ような変化が起こるのかを探究し、現実に機械化を行うためにどのようなことが必要なのかを
考えている。評価にあたって、授業者は作文による評価を行っている。単元を経るごとにどの
ように変化しているのかを文章から読み取っている。また評価問題も活用している。次に示し
た問題 23）は、その一例である。この評価問題から、探究過程を評価するための手立てが明らか
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である。実践してきた事例に基づいて、子供の生活に根ざした事例を扱うことである。この点
が福沢小学校において「思考」を評価するための手立てである。それも、カリキュラムに基づ
いて実践され、その上で評価問題でも新たな課題を探究しているのである。
さらに、繰り返し「理由」を問うている点である。根拠をしっかりと持ったうえでの意見と
なるように、評価問題を作成しているということである。福沢小学校の評価問題の事例から、
「思考」を明確に評価するための方略として次の二点が明らかになった。
①カリキュラムと実践を踏まえた子供の生活に根ざした問題であること。
②導き出した考えの根拠を問うこと。
Ⅳ　成果と課題
本研究の成果は、次の二点である。
（1） 都道府県・政令指定都市教育委員会、国立教育政策研究所が作成した評価問題では「思考」
を評価できないことが明らかになった。
（2） 「思考」を明確に評価する問題を作成するための方略が明らかになった。
福沢プランをはじめ、初期社会科の実践は、それぞれの学校においてカリキュラムが作成さ
れ、実践され、評価されている。つまり、育むべき子供像があり、それに対しての評価になっ
ている。目の前の個人を評価している。だからこそ「思考」という子供の内面の行為まで評価
する問題を作成することが可能になる。しかし、都道府県・政令指定都市教育委員会や国立教
育政策研究所は、個人の姿は見えないままに、評価問題を作成している。しかも、カリキュラ
ムも実践も統一することは困難であり、唯一の共有可能なものは学習指導要領ということにな
る。そのため、結果としての「知識・理解」や「技能」を評価することは可能ではあるが、「思
考」の評価は難しいということになる。
本研究の課題は、次の一点である。
（1） 初期社会科の実践から得た知見を活かした、全国で活用可能な評価問題の開発。
成果でも述べたが、現状は「思考」の評価問題を作成することは不可能ということになる。し
かし、このままでは全国学力・学習状況調査などで社会科が行われる際に、不十分なままの学
習問題が提示されてしまうことになる。課題は大きいが、本研究で得た成果に基づいて「思考」
の評価を明確に行うことが可能な評価問題を開発しなければならない。
なお、本研究は、平成 28 年度京都ノートルダム女子大学学内研究助成「小中学校社会科におけ
る評価問題の現状と課題－「思考」を明確に評価するために－」の一部である。
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